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今期のトピックを最終チェック

3月決算総特集
Ⅶ
各
論
点
を
パ
タ
ー
ン
別
に
押
さ
え
る

翌
期
に
合
併
等
が
行
わ
れ
る

場
合
の
会
計
処
理
の
ポ
イ
ン
ト

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

 

公
認
会
計
士

山
本　

靖
子

は
じ
め
に

組
織
再
編
に
係
る
会
計
基
準
に
つ
い
て

は
、
平
成
15
年
に「
企
業
結
合
に
係
る
会

計
基
準
」（
現
在
は
、
企
業
会
計
基
準
21
号

「
企
業
結
合
に
関
す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、

「
企
業
結
合
基
準
」と
い
う
））、
平
成
17
年

に
企
業
会
計
基
準
７
号「
事
業
分
離
等
に

関
す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、「
事
業
分
離
基

準
」と
い
う
）お
よ
び
平
成
17
年
に
企
業
会

計
基
準
適
用
指
針
10
号「
企
業
結
合
会
計

基
準
及
び
事
業
分
離
等
会
計
基
準
に
関
す

る
適
用
指
針
」（
以
下
、「
適
用
指
針
」と
い

う
）が
公
表
さ
れ
、
そ
の
後
、
数
回
に
わ

た
り
そ
れ
ぞ
れ
国
際
会
計
基
準
へ
の
コ
ン

バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
等
を
目
的
に
改
正
さ
れ
て

き
た
。
各
会
計
基
準
等
の
公
表
か
ら
は
一

定
の
期
間
が
経
過
し
て
い
る
も
の
の
、
組

織
再
編
を
行
う
企
業
に
と
っ
て
は
、
そ
の

際
初
め
て
検
討
を
行
う
会
計
上
の
論
点
で

あ
る
こ
と
も
多
く
、
実
務
対
応
が
難
し
い

場
面
も
あ
る
と
推
測
さ
れ
る
。

本
稿
で
は
、
合
併
・
分
割
等
が
翌
期
に

行
わ
れ
る
場
合
の
会
計
処
理
上
の
留
意
点

に
つ
い
て
解
説
す
る
。
な
お
、
本
文
中
意

見
に
わ
た
る
部
分
は
私
見
で
あ
る
こ
と
を

あ
ら
か
じ
め
申
し
添
え
る
。

合
併
が
翌
期
に
行
わ
れ
る
場
合

合
併
時
の
会
計
処
理
は
、
合
併
が「
取

得
」に
該
当
す
る
か（
企
業
結
合
基
準
９

項
）、「
共
通
支
配
下
の
取
引
」に
該
当
す
る

か（
企
業
結
合
基
準
16
項
）に
よ
り
異
な

る
。「
取
得
」の
場
合
、
被
取
得
企
業
ま
た

は
取
得
し
た
事
業
の
取
得
原
価
は
、
原
則

と
し
て
取
得
の
対
価
と
な
る
財
の
企
業
結

合
日
に
お
け
る
時
価
で
算
定
し（
企
業
結

合
基
準
23
項
）、「
共
通
支
配
下
の
取
引
」の

場
合
、
企
業
集
団
内
を
移
転
す
る
資
産
お

よ
び
負
債
は
、
原
則
と
し
て
移
転
直
前
に

付
さ
れ
て
い
た
適
正
な
帳
簿
価
額
で
算
定

す
る（
企
業
結
合
基
準
41
項
）。
こ
れ
に
関

連
し
て
合
併
直
前
期
の
会
計
処
理
に
ど
う

影
響
す
る
の
か
解
説
す
る
。

繰
延
税
金
資
産
の

回
収
可
能
性

合
併
直
前
の
決
算
期
末
に
お
い
て
、
被

合
併
会
社
の
個
別
財
務
諸
表
上
、
税
務
上

の
繰
越
欠
損
金
に
対
す
る
繰
延
税
金
資
産

を
計
上
で
き
る
か
。
図
表
１
の
前
提
条
件

に
基
づ
き
解
説
す
る
。

⑴　
合
併
が「
取
得
」の
場
合

合
併
前
に
お
い
て
、
Ａ
社
と
Ｂ
社
に
資

本
関
係
が
な
く
、
ま
た
、
Ａ
社
は
Ｂ
社
を

支
配
し
て
お
ら
ず
、
両
社
の
合
併
が
、
企

業
結
合
基
準
上
Ａ
社
に
よ
る
Ｂ
社
の「
取

得
」に
該
当
す
る（
企
業
結
合
基
準
９
項
）

と
仮
定
す
る
。

取
得
企
業
の
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可

能
性
の
考
え
方
に
つ
い
て
は
、
適
用
指
針

75
項
に
お
い
て
取
得
企
業
の
収
益
力
に
基

づ
く
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
等

に
よ
り
判
断
し
、
企
業
結
合
に
よ
る
影
響

は
、
企
業
結
合
年
度
か
ら
反
映
さ
せ
る
と

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
吸
収
合
併
消
滅
会

社
の
最
終
事
業
年
度
の
会
計
処
理
に
つ
い

（図表１）　前提条件（繰延税金資産の回収可能性)

A社
A社

B社
B社

合併前 合併後

吸収合併

・A社およびB社はともに3月決算会社である。
・A社はB社を4月1日に吸収合併する（A社が合併存続会社、B社は合併消滅会社）。
・B社の繰延税金資産の回収可能性の分類は分類5に該当し、多額の税務上の繰越

欠損金を有している。


